別記様式第１号

入札参加資格者状況表

 eq \o\ad(工事名,　　　　　　　　)：

工事場所：

	項　　　　　　　　　　目


	 業  者  数


	備　　　　　考



	 当該ランク業者総数　 　　　　　　（ａ）


	
	

	要

件


	 資格認定に係る総合数値の満たない者


	
	

	
	 広島県内に（主たる）営業所のない者


	
	

	
	 特定建設業許可のない者


	
	

	
	広島県の指名除外等を受けている者


	
	

	
	 営業停止を受けている者


	
	

	
	 対象技術者数の満たない者


	
	

	
	その他


	
	

	
	
	
	

	 非適合者　計　 　　　　　　　　　（ｂ）


	
	

	 入札参加資格者総数 　　　　　（ａ－ｂ）


	
	


 注　要件としない事項は抹消し，上記以外の事項を要件とする場合はその記載を追　 加する　

別記様式第２号

設計図書に対する質問・回答書

令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(住所,　　　　　　　　　　　　)
　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　 eq \o\ad(工事名,　　　　　　　　)：

　工事場所：

	質

問

事

項


	

	回

答


	


　注　質問に対する回答は，令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日　　　まで当機関において閲覧に供する。

別記様式第３号

 eq \o\ad(入札参加希望書,　　　　　　　　)
令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(住所,　　　　　　　　　　　　)
　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad((共同企業体の名称),　　　　　　　　　　　　)
　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　　　　　　　)　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　　　　　　　　　　　　(共同企業体の代表者名)

  　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(ＦＡＸ番号,　　　　　　　　　　　　)
　令和　　年　　月　　日付けで入札公告のあった　　　　　　　　　　　　　工事に係る一般競争入札に参加したいので，次の書類を添えて申請します。

１　企業の施工実績，技術者の資格・工事経験調書（別記様式第４号）

２　業態調書（別記様式第５号）

３　建設工事施工実績証明書（別記様式第６号）

　なお，（各構成員は）次の項目を誓約します。

・　地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること

・　入札参加資格要件を満たしていること

・　上記添付書類の内容が事実と相違ないこと

・　公告日から入札参加希望書提出日までの間のいずれの日においても，建設業法第２８条第３項又は第５項の規定による営業停止処分（本件入札に参加し，又は本件工事の受注者となることを禁止する内容を含まない処分を除く。）を受けていないこと

・　開札日までに，営業停止を受けた場合は，直ちに貴職に報告すること

　　注１　上記１～３以外の添付書類がある場合は，３以下に記載すること。

　　　２　上記１～３の書類について，添付しない場合は当該書類名を抹消すること。

　　　３　共同企業体として入札参加希望する場合の添付書類は，各構成員ごとに作成すること。

　　別記様式第４号
企業の施工実績，技術者の資格・経験工事調書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　（直近の経営事項審査の総合評定値通知書の審査基準日　令和　　年　　月　　日）
	企業の施工実績の概要
	工事名
	

	
	工事内容
	※技術要件で求める元請施工実績が確認できる内容を記入すること。



	
	コリンズへの登録
	有（　　　　　　　　　　　　　）・無

	
	添付資料
	※コリンズ登録内容確認書だけでは元請施工実績工事の内容が確認できない場合，コリンズに登録されていない場合，添付する資料名を記載




	配置予定技術者の氏名
	監理（主任）技術者　○○　○○（フリガナを記入）

上記の者は経営業務の管理責任者又は専任技術者のいずれでもありません。

	法令による資格・免許
	○級○○施工管理技士　平成○○年○○月取得（登録番号○○○）

　（監理技術者資格者証番号　　　　　　　　　　　　）

	技術者の経験工事の概要
	工事名
	

	
	従事役職
	現場代理人・主任（監理）技術者・その他（　　　　　　　　　）

	
	工事内容
	※技術要件で求める経験が確認できる内容を記入すること。

	
	コリンズへの登録
	有（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）・無

	
	添付資料
	※コリンズ登録内容確認書だけでは技術要件の経験の内容が確認できない場合，コリンズに登録されていない場合，添付する資料名を記載



	技術者の他の工事の従事状況
	工事名称
	

	
	発注機関名
	

	
	工期
	

	
	従事役職
	現場代理人・主任（監理）技術者・その他（　　　　　　　　　）



	
	本工事と重複する場合の対応措置
	１　　月　　日（開札日の前日まで）に契約工期が終了する。

２　　月　　日（開札日の前日まで）に完成検査が終了している。

３　　月　　日（開札日の前日まで）に完成検査が決定している。

	
	コリンズへの登録
	有（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）・無

	
	添付資料
	※コリンズ登録内容確認書だけでは他の工事の内容が確認できない場合，コリンズに登録されていない場合，添付する資料名を記載




別記様式第５号

 eq \o\ad(業態調書,　　　　　　)
令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　)　　　　　　　　　印

　当社と他の広島県の建設工事入札参加資格者との資本関係及び役員等の兼任の状況は，次のとおりです。

１　資本関係に関する事項

(1) 会社法第２条第４号の親会社

	商号又は名称
	建設業の許可番号

	
	　　　　―

	
	　　　　―


(2) 会社法第２条第３号の子会社

	商号又は名称
	建設業の許可番号

	
	　　　　―

	
	　　　　―


２　役員等の兼任の状況

	当社の役員等
	兼任先及び兼任先での役職

	役職
	　　氏名
	商号又は名称
	建設業の許可番号
	役職

	
	
	
	　　　　―
	


　　注　１　記入欄が足りないときは，適宣記載欄を追加して用いること。

　　　　２　「建設業の許可番号」の欄には当該他社の許可番号が分からないときには，

　　　　　当該他社の主たる営業所の住所を記入すること。　

　　　　３　「役員等」としては，代表取締役，取締役（社外取締役を含む。）及び執行役

　　　　　（代表執行役を含む。）並びに会社更生又は民事再生の手続中である会社の管財

　　　　　人を記載すること。

　　　　　　なお，監査役及び執行役員は，「役員等」に該当しない。　

別記様式第６号

建設工事施工実績証明（願）書

令和　　年　　月　　日

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(申請者住所,　　　　　　　　　　　　)
　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　　　　　　　)　  　　　　　　　　　　　　印

　貴　　　　　　　発注に係る建設工事について，次のとおり施工実績があることを証明してください。

	 eq \o\ad(工事名,　　　　　　)
	

	 eq \o\ad(施工場所,　　　　　　)
	

	最終請負金額
	 　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　）

	 eq \o\ad(工期,　　　　　　)
	 令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで

	 eq \o\ad(受注形態,　　　　　　)
	 単体／共同企業体（出資比率　　　％）

	 eq \o\ad(構造形態･工法等,　　　　　　　　　　　　)
	

	 eq \o\ad(延床面積･延長等,　　　　　　　　　　　　)
	


  　上記のとおり相違ないことを証明します。

  　　　令和　　年　　月　　日

  　　　　　　　　　証明者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印 

別記様式第７号

入札参加希望書の取下書
令和　　年　　月　　日

  　　　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(住所,　　　　　　　　　　　　)
　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad((共同企業体の名称),　　　　　　　　　　　　)
　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　　　　　　　)　  　　　　　　　　　　　　印

　令和　　年　　月　　日付けで提出した入札参加希望書は，都合により取り下げます。
（※記載上の注意：構成員が会社更生法による更生手続の開始申立て等を理由とする脱退の場合には，次の事項を付記する。）

１　構成員の〇〇会社について，令和　　年　　月　　日に会社更生法による更生手続開始の

　申立てがあったため。
２　構成員の〇〇会社について，令和　　年　　月　　日に民事再生法による再生手続開始の

　申立てがあったため。
３　構成員の〇〇会社について，令和　　年　　月　　日に破産の申立てがあったため。
４　構成員の○○会社が，令和　　年　　月　　日に広島県から指名除外を措置されたため。

1

